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東西冷戦構造の解消後、欧米諸国から

の援助が伸び悩むなか、日本は、同地域

の国際政治上の重要性などに鑑み、1993

年（TICADⅠ）に引き続き、1998年に「第

2回アフリカ開発東京会議」（TICADⅡ）を

開催し、アフリカ開発の重要性を国際社

会に訴え、理解と支持を深める努力を行

ってきました。

JICAとしては、これらの場で示された日

本の対アフリカ援助方針およびミレニア

ム開発目標（MDGs）など国際社会の共通

目標に基づき、アフリカ開発の究極の目

的を「貧困削減」とした上で、以下の分野

で、人材育成、政策立案・実施能力の向上

のための協力に取り組んでいます。

①教育、保健医療、水供給を中心とする

社会開発分野への支援

②貧困層を視野に入れ、かつ食糧安全保

障に留意した農業開発への支援

③民間セクター開発に資する市場経済シ

ステムの整備・強化への支援

④開発の基盤となる民主化、紛争予防・

紛争後復興に対する支援

上記協力の実施にあたっては、アジア

における開発経験を生かした南南協力*

や、地域拠点を核とした域内協力を推進

するとともに、援助協調に基づく貧困削減

戦略書＊（PRSP）やセクタープログラム＊

の策定、実施、モニタリングのプロセスに

積極的に参画していくこととしています。
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援助の柱 究極の目標は「貧困削減」
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アフリカ地域（サハラ以南アフリカ地域。スー

ダンは中近東に区分）は、面積2187万km2の広大

な土地に、砂漠のような乾燥地帯や高温多湿の熱

帯雨林地帯など多様な気候が広がっています。

アフリカ諸国の多くは1960年代に独立しました

が、その多くは、植民地時代の影響を残し、特定

の一次産品生産を経済基盤とするモノカルチャー

経済を受け継いでいます。そのため、旱
か ん

魃
ば つ

などに

よる自然条件の変化や国際市況の変動に左右され

やすい経済構造になっています。

また、教育の機会が限られてきたことによって、

国造りのにない手となる人材の育成が十分できない

まま国家開発を進めるなど、独立後の経済・社会開

発を進めるうえで多くの困難と向き合ってきました。

多くの国が独立を果たした1960年代には、アフ

リカ諸国は、輸出向け一次産品の国際価格の安定

など国際経済環境に恵まれ、順調な成長を遂げま

した。しかし、1970年代以降は、一次産品価格の

長期的な下落、経済運営の失敗、不安定な政治基

盤、旱魃・洪水など激しい気候変化、さらに、地

域紛争や内戦もあり、一部の国を除いて経済成長

は停滞しています。特に1980年代以降、多くの国

で対外債務問題が顕在化し、新規の開発投資に必

要な資金のみならず、経常的な行政サービスに必

要な財源が足りない状況が続いています。

このような経済成長の停滞と重債務負担の結果、

開発の現況

人口の4割が1日1ドル以下の生活

よりよい教育を行うためにマラウイ

全国スクールマッピング・マイクロプランニングプロジェクト

アフリカ南部にあるマラウイでは、
1994年の初等教育の無償化を機に、
初等および中等学校の就学者が飛躍的
に増加しました。しかし、急増した児
童を受け入れる学校や教室が大幅に不
足し、多くの児童は、机や椅子のない
教室で、あるいは屋外で授業を受けて
います。また、教員と教科書も不足し、
授業の質の低下が深刻な問題となって
います。
マラウイ政府は、先進諸国やNGO

の支援を受けながら教育開発に取り組
んでいますが、適正な計画が立てられ
ていなかったり、内容が実情に合わな
かったり、また、こうした計画を立案
し実施するためのマラウイ側の行政管
理・運営能力が低いことも原因となっ
て、成果が十分にあがっていません。

マラウイ政府は、地方分権化を通じ、
よりよい教育行政と質の高い教育を実
現するために、JICAと他の援助機関
の共同支援を得て、2000年11月か
ら２年間にわたって「全国スクールマ
ッピング（教育統計・分析）・マイク
ロプランニング（県別教育計画策定）」
プロジェクトを実施しています。
このプロジェクトでは、おもに教育
行政官を対象とする教育データ管理と
計画策定能力向上のための研修プログ
ラムと教材を開発し、マラウイ側トレ
ーナーの養成・研修体系を確立しまし
た。そして、全国33の教育行政区の
教育行政官および教育関係者に対する
研修を行い、各県の行政官および教育
関係者がそれぞれの県別教育計画を作
成しました。こうしてできあがった教
育計画は、各県議会の承認を受けたあ
と、研修を受けた教育行政官が中心と

なり、各県で実施することとなります。
プロジェクトを通して、教育省と地
方教育行政官の間に、教育・統計分析
の重要性およびその活用の有効性が認
識され、自分たちで作成した開発計画
への誇りが芽生えています。今後は、
少ない資金を有効活用して、より効果
的な教育開発を展開し、実際の県レベ
ル、学校レベルのニーズに合った初中
等教育の改善を実現していくものと期
待しています。

（マラウイ事務所）

◆就学率向上でも、
教育の質が低下

マラウイの学校で

開発調査

◆自分たちの手で
県別教育計画を作る



世界で49カ国とされるLLDC＊（後発開発途上国）

のうち34カ国がアフリカ地域に存在するほか、ア

フリカ地域の人口の約4割が1日1ドル以下で生活す

る絶対的貧困層に属しています。

また、近年においては、エイズ、マラリア、結

核など感染症の蔓延、世界経済からの周縁化など、

新たな困難が発生し、アフリカの貧困をより深刻

なものにしています。

現在、アフリカ諸国は、政治、経済、社会など、

すべての面で大きな変革の時期にあります。

政治的には、独立以降国家としての統一性を維

持する観点から、多くの国が強大な権力を握る指

導者のもとでの一党独裁政権や軍事政権など、中

央集権的な支配体制をとってきました。しかし、

旧ソ連の崩壊による東西冷戦構造の解消や先進諸

国からの要請もあり、徐々に複数政党制への移行

をはじめとする民主化の動きが活発になってきてい

ます。にもかかわらず、一部の国においてはいまだ

に政治騒擾が発生したり、内戦が継続するなど、

紛争の発生が懸念されています。

経済的には、前述のように多くの国が経済・財

政的に破綻した結果、1980年代以降、世界銀行や

IMF（国際通貨基金）の指導のもとで、それまで

の公共部門主導・管理型の経済政策から、投資や

市場活動による経済活性化のために、経済の自由

化、財政・国際収支バランスの回復をめざした一

連の「構造調整」＊とよばれる経済政策へと転換を

はかってきました。その結果、ウガンダ、ガーナ、

ブルキナ・ファソのように、経済改革努力が安定

した経済成長をもたらし、国際的にも評価される

国が出てきました。その一方で、急激な経済の自

由化や民営化・公務員削減などの行財政改革が、

社会サービスの低下や失業をもたらし、貧困層へ

のいっそうのしわ寄せが及んでいる国も多くありま

す。このため、特に1990年代以降においては経済

構造全体の改革と平行して、こうした改革の社会

的側面に配慮し、貧困層の受益に重点を置いた開

発を行うことが求められてきています。

さらに、開発に携わる主体として、公共部門だ

けでなく、従来はもっぱら公共サービスの受け手と

みられていた住民やNGO、民間部門を含めて、開

発を総合的にとらえ直していこうという動きがみら

れるようになりました。また、さまざまなドナー＊

（援助国・機関）が個別に独自のプロジェクトを展

開して、限られた開発途上国の資源を使うのでは

なく、途上国とドナーとの協調のもとに、特定セ

クター（分野）の課題について、開発戦略、予算

配分計画を策定し、そのセクター全体の計画に従

って協力を行っていくべきであるとするセクタープ

ログラム（SP）アプローチや、貧困削減に焦点を

あてた3年間の経済・社会開発計画である貧困削減

戦略書＊（PRSP）の策定が、相手国政府のオーナー

シップ＊のもと、NGO、市民、民間セクター、ド

ナーなど幅広い関係者の参画を得て急速に進めら

れています。

JICA 2002●83

JICAは、2001年度において、ソマリア、リベリ

ア、コモロおよびシエラ・レオーネを除くアフリカ

地域43カ国に協力実績があり、その協力実績は総

額の約15％を占めています。また、青年海外協力

隊事業におけるアフリカ地域への派遣の比重は高

く、2001年度においては、全体の新規派遣者の約
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TICADⅡ「東京行動計画」を踏まえて
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住民に届く保健サービスをめざしてタンザニア

モロゴロ州保健行政強化プロジェクト

タンザニアでは、貧困削減を目的と
して、地方行政、教育など各分野にお
いて改革が行われていますが、保健分
野においても、保健サービスをより地
域住民の実情に則したものにする改革
を、1990年代後半から進めています。
この改革は、保健医療サービスを中央
から地方にゆだねることを意図してお
り、地方分権化とも密接に関係してい
ます。
モロゴロ州保健行政強化プロジェク
トは、こうした背景のもと、地方の保
健行政の改善を支援するため、ダルエ
スサラームの西およそ200km離れた
モロゴロ州と州内の５県を対象に、
2001年４月から５年間の計画で協力
を行っています。プロジェクトでは、
保健医療サービスの拡大や医療技術の
向上ではなく、州や県が地域住民の要
望にあった保健医療サービスを提供で
きるように、行政の能力を向上させる
ことに重点を置いています。

具体的な目標である①保健管
理情報システムを改善し、計画
策定や評価への利用を可能にす
る、②自治体間の保健医療情
報・経験の共有を促し、保健医
療行政の効率化と関係機関の調
整をはかる、③自治体の計画策
定・実施・評価能力の向上を通
して、地域の実態に則した保健
医療サービスの提供を可能にす
る、の達成に向けて４人の長期専門家
が派遣されています。
プロジェクトの大きな特徴は、日本
人専門家の役割をカタリスト（触媒）
として位置づけ、日本側の協力を可能
な限り限定していることです。これは、
改革の主役はタンザニア側であるとい
う意識を徹底させ、協力終了後も活動
が継続できる体制を築けると考えたか
らです。この考えは、プロジェクト開
始直後からタンザニア側と十分話しあ
われ、その成果として、プロジェクト
のための予算が、開始の翌年から州と
各県に計上されました。タンザニアで

は、外国援助機関が経費の全額を負担
せざるをえないプロジェクトが多いな
かで、これはタンザニア側の主体性を
導き出したプロジェクトの成果のひと
つとして評価されるものと考えられま
す。
今後は、日本とタンザニア双方のチ
ームワークのもとに、プロジェクト目
標達成に向けた具体的な活動が展開さ
れる予定ですが、そのために必要な下
地が整いつつあります。

（タンザニア事務所）

◆保健行政も地方分権を
めざして

保健行政強化のための問題分析

プロジェクト方式技術協力

◆協力終了後も活動を
継続するために

２割がアフリカ地域に派遣されています。

1998年10月、国連、日本政府などの共催で、世

界80カ国、40の国際機関、22のNGOが参加し、東

京で第2回アフリカ開発東京会議（TICAD II）が

開催され、今後の対アフリカ協力の基本方針とな

る「東京行動計画」が採択されました。JICAは、

この行動計画を踏まえ、アフリカ開発の究極の目

標が貧困削減であるという認識に基づき、以下に

掲げるアプローチと重点課題に対して、アフリカ諸

国のキャパシティ・ビルディング＊に積極的に取り

組んでいます。

2001年には、これまでのTICAD II以降のアフ

リカ開発を振り返り、今後の戦略を策定する目的

で、TICAD閣僚レベル会合が開催され、これまで

のTICADプロセスが高く評価されるとともに、ア

フリカ諸国自らによる開発戦略「アフリカ開発の

ための新パートナーシップ（New Partnership for

African Development: NEPAD）」も議論されま

した。2003年には、TICAD IIIを開催することが

決定され、JICAも、今後もTICADプロセスを実

践する援助実施機関として積極的に参画していく

予定です。

1．不可欠な人材育成

アフリカ地域における開発を推進するにあたっ

て、他の地域にも増して重要となるのは、行政機

さまざまな開発アプローチ
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関や民間セクターの能力向上であり、このために

は、組織・制度を運用する人材の育成が不可欠と

考えています。JICAは、アフリカにおける人材育

成と、これを通じた制度開発を最重要課題として

認識し、さまざまな技術協力の手段を通じて、息

の長い協力を行っていきます。

2．域内協力の推進

アフリカでは、相手国側の経済規模や援助受入

能力の限界などから、すべての国に同様の援助を

行っていくのは効率的ではありません。また、同

一地域内では、共通の課題や共同して取り組むこ

とで成果を達成できる課題も多く存在します。

このため、これまでいくつかの重点国で蓄積され

た協力成果を基礎に、相手国機関側の能力を生か

して周辺国を支援していく域内協力の推進をはか

っていくことが、効率的で効果的な援助を行ってい

くひとつの重要なアプローチであると考えています。

この方針に基づき、ケニアのジョモ・ケニヤッタ

農工大学を拠点として、アフリカの社会に役立つ

研究、人材育成、情報発信をめざす「アフリカ人造

り拠点（African Institute for Capacity Develop-

ment：AICAD）構想」を推進していくほか、セ

ネガルの職業訓練や水供給分野の域内協力などを

積極的に支援しています。

さらに、2002年7月の沖縄感染症対策イニシアテ

ィブおよび国際寄生虫対策を推進するため、東・

南部アフリカを中心に域内協力を実施しています。

3．援助協調とPRSP、SPアプローチへの対応

重債務貧困国（HIPCs）イニシアティブの深化に

ともない、各国において貧困削減戦略書＊（PRSP）

策定プロセスが進み、いくつかの国では最終版が策

定されるに至っています。

PRSPは、国家の貧困問題を包括的にとらえ、財

政的な裏付けと関係者の参加により、実効性のあ

る貧困削減の戦略を示すものであり、中期的な財

政支出計画とともに開発指針となるものです。

JICAとしては、アフリカ側のオーナーシップの醸

成を重視しつつ、その策定プロセスおよび実施に引

き続き積極的に参画、貢献するとともに、PRSP実

施にかかわるモニタリングにも参画していきます。

また、PRSPプロセスを各セクターの開発から押

し進めるセクタープログラム（SP）アプローチは、

英語圏アフリカを中心に、教育、保健などの分野

で実施されています。JICAは、SPアプローチのも

とで協力を行い、協力効果のいっそうの発現をは

かるとともに、コモンバスケットなどの手続きの共

通化や援助の予測性の向上といった課題にも取り

組んでいます。その一環として、2001年3月からタ

ンザニアにおいて、「地方開発セクタープログラム

策定支援調査」を開始しましたが、この分野の開

発戦略やセクタープログラムの策定支援を通じて、

タンザニア政府の能力向上もめざしています。

4．アジア・アフリカ協力の推進

アジア・アフリカ協力の推進は、TICADプロセ

スから生まれた援助の手法であり、アジアでの開発

経験をアフリカでも共有化しようとするものです。

JICAとしては、アジア側の協力可能性とアフリ

カのニーズのマッチングをはかりつつ、アジアにお

けるアフリカ向け研修コースの拡充などを行い、今

後とも、両地域間の協力関係の強化に努めていき

ます。

1．社会開発

日本の教育協力の中心となっている理数科教育

については、ケニアで実施中の大規模な協力（技

術協力プロジェクト、青年海外協力隊員のグルー

プ派遣、現地国内研修＊、無償資金協力による施

設・機材整備を組み合わせた協力）に続き、ガー

ナや南アフリカ共和国の理数科教育分野において、
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教員の養成や再訓練を目的とした技術協力プロジ

ェクトを展開しています。

保健医療分野では、プライマリーヘルスケア

（PHC）の強化を重点に、タンザニア、ザンビアな

どにおいて協力を展開しています。また、保健医

療サービスの質的向上のため、医療従事者の育成

を行っているほか、アフリカでの大きな問題となっ

ているHIV/AIDSやマラリア、結核などの感染症

に関しては、ガーナ、ケニア、ザンビアなどで実

施中のプロジェクトに加え、2002年３月にザンビ

アで実施した「南部アフリカ地域HIV/AIDSワー

クショップ」を開催するなど、今後の協力の拡充

を検討しています。

水供給分野では、TICADⅠ以来精力的に行って

きた地方給水事業（深井戸の整備など）をさらに

拡充させていくとともに、給水施設の維持管理能

力向上や衛生教育の拡充のため、技術者だけでな

く、水管理組合の住民組織をも対象とし技術協力

をエティオピア、セネガルなどで実施しています。

なお、アフリカの家庭では、女性が家事や育児の

ほかに農業生産の主力をになっているにもかかわら

ず、教育などの社会サービスへのアクセスの機会が

限られ、結果として社会的に脆弱な立場に陥って

います。そういった認識に基づき、JICAは、協力

実施にあたって、女性にも適切な便益が与えられ

るよう配慮しています。また、開発プロセスの初

期段階から、受益者の参加を得て、事業の改善や

オーナーシップの育成のために、住民参加型開発

手法を導入するよう努めています。

2．農業開発

国民の過半数が農業に従事し、その多くが依然

として自給目的の食糧生産を行っているアフリカで

は、小農の生産性向上や現金収入源の多角化など

を通じて、農村地域の貧困削減に貢献していくこ

とが重要です。

このため、JICAでは、アフリカ各国において無

償資金協力による農業生産資材供与の実施促進を

行っているほか、ガーナ、象牙海岸、タンザニア、

ケニアなどで、小農を対象とした灌漑農業の推進

を目的とした技術協力を実施しています。

3．民間セクター開発

市場経済システムの整備と強化、貿易投資促進、

中小企業育成など民間セクター開発に貢献する人

材の育成のために、研修員受入（国別・地域特設

コース）、専門家派遣および開発調査による支援を

行っています。

また、経済開発や投資促進に欠かせない道路、

橋梁、電化などの経済インフラ＊の整備については、

おもに無償資金協力により支援を行っているほか、

建設後の維持管理能力の向上のための専門家派遣、

研修員の受入を通じて人材養成を行っています。

4．開発の前提条件：良い統治と平和

アフリカ諸国の歴史的・文化的特質に留意しつ

つ、法治主義、民主化、基本的人権の保障という

基本原則を定着させ、開発の基盤となる政府の説

明責任性、透明性、効率性を向上させること、す

なわち「良い統治」を定着させるための協力を積

極的に行っています。

2001年度は、ケニア、タンザニア、ボツワナ、

南アフリカ、カメルーン、象牙海岸、セネガル、

マリの８カ国から24人の国会議員を招へいし、日

本の民主主義の定着や経済発展の過程に対する理

解を深めてもらう「民主化セミナー」を開催しまし

たが、今後もこの分野の協力を拡充していきます。

また、紛争の続くアフリカでは、紛争後の復興

開発（平和構築）分野の新たな取り組みとして、

タンザニアにおいてUNHCR（国連難民高等弁務官

事務所）との合同調査を行うなど、難民受入の際

の受入国側の負の影響の軽減のための案件形成も

実施しました。
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中米・カリブ地域に対しては、以下の重

要課題や援助受入国の自助努力を念頭に

置き、人造り、国造りへの協力を行ってい

ます。

1．南南協力などを生かした広域協力の
推進
比較的開発の進んだ国と厳しい状況に

置かれた国とが、スペイン語や英語の共通

言語で結ばれており、地域内相互の協力

を進める機運が高まっています。世界全体

での援助の効率をあげる必要性も高まっ

ており、今後もこの地域での南南協力＊の

支援は、重要な課題となっています。

また、共通課題を多く抱えるこの地域に

対して、複数の国に受け入れられる広域対

象の協力を実施して、効率的で効果的な

事業を推進していきます。防災、感染症対

策、環境、水産などが有望な分野と考えて

います。

2．ハリケーン災害後の開発
1998年10月、史上最大規模のハリケー

ンが中米やカリブ諸国を襲い、2001年1月

にはエル・サルヴァドルで大地震が発生

し、ともに甚大な被害を与えました。被災

国の復旧・復興計画を支援するとともに、

自然災害の多いこの地域の防災力の強化

も支援していきます。

3．環境
産業・経済の近代化や発展にともない、

大気・水質汚染、有害廃棄物、人口の首都

圏集中にともなう環境問題が深刻化し、こ

れらに対する取り組みが緊急かつ重大な

課題となっています。この地域は、生物多

様性豊かな森林地帯や美しい海洋を擁し

ており、その保全が人類共通の財産を守

ることにつながります。

4．内戦終結後の開発
中米地域で数十年続いた内戦により、

各国の社会・経済基盤は深刻な被害を受

けました。特に被害が深刻で支援が必要

な分野は、上水供給、保健医療、基礎教

育、農業開発、道路・橋梁、民主化、治安

の向上などです。
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中米・カリブ地域には、中米地域8カ国、カリブ

地域13カ国の計21カ国があり、世界の総面積の約

2.2％にあたる296万km2に、世界の総人口の約3％、

約１億6300万人が居住しています。この地域には

小さな国が多く、面積１万km2以下の国が8カ国、

人口100万人以下の国が9カ国あります。

多くの国の経済は農業を基盤とし、一次産品の

輸出に依存しています。観光業が好調な国も多い

ものの、地域全体として工業などの産業は立ち遅

れています。経済は、長続きした米国の好景気に

も支えられて改善が進みましたが、依然累積債務

が残っていることに加え、2001年9月の米国同時多

発テロ事件の悪影響などが懸念されています。

1970年代後半から10余年続いた中米紛争は、当

事国に国土の荒廃と経済の破綻をもたらしました

が、難民や武器の流出という形で周辺諸国にも影

響を与えました。1990年代に和平が進み、1996年

12月のグァテマラ和平協定締結を最後に、現在で

は、キューバを除く域内すべての国が民主政権を

擁するようになりました。しかしながら、その間、

各国の社会・経済基盤は深刻な被害を受け、現在

も上水道施設や保健医療、基礎教育など社会の基

盤整備の遅れている国が多く、先進諸国からの支

援が不可欠な状況にあります。

また、1998年秋に史上最大規模のハリケーンが

中米やカリブ諸国を襲い、さらに、2001年1月と2

月にはエル・サルヴァドルで大地震が発生し、とも

に大きな被害を与えました。この地域は自然災害

の多発地域であり、こうした脅威を乗り越える防

災や復興のための協力も強く求められています。

国が小さい一方で、各国では、言語、解決すべ

き課題の共通性や連携によるメリットを認識してお

り、域内各国の緊密化、統合化が模索されていま

す。中米地域では1991年から中米統合機構がさま

ざな分野での連携に努めてきました。2000年12月

に就任したメキシコのフォックス大統領は、2001

年に中米との連携を進める「プエブラ・パナマ・

プラン」として、メキシコ南部からパナマまでのイ

ンフラなどの統合による総合開発を提唱し、連携

の機運はさらに高まりました。また、カリブ地域

では、1973年からカリブ共同体として連携が進め

られていますが、1995年にはベリーズが加盟し、

活動は活発化しています。

開発の現況

共通点の多い小さな国々

内戦や自然災害で大きな被害 域内連携の気運が高まる

メキシコ国立環境研究研修センター（CENICA）
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重点課題と取り組み

中米諸国のなかでも最大の国土面積と人口をも

つメキシコは、1994年の北米自由貿易協定（NAF

TA）発効、経済協力開発機構（OECD）加盟な

どによって、国際社会での地位を向上させました。

反面、南部の低開発は深刻で、陸続きの中米各国

とともに、効果的な総合開発を進めることが重要

な課題となっています。JICAは、メキシコからの

南南協力＊を支援することで、この地域の開発が順

調に進展するための支援を行っています。

具体的には、専門家チームが2000年7月からメキ

シコ国際協力庁（IMEXCI）の組織強化に協力し

ています。2001年には、JICAとIMEXCIの合同調

査により、エル・サルヴァドルの地震防災対策や

ニカラグァの農業分野での協力連携の具体的な可

能性を調査しました。第三国研修＊も、2001年から

の「上級電子制御」を含めて５件実施し、域内各

国技術者の育成を支援しています。このほか25件

に及ぶ第三国専門家＊派遣も実施しました。

メキシコに対する援助の重点分野は、2001年11

月の政策協議で、南南協力支援のほか、地域・所

得の格差の是正、産業開発と地域振興、環境対策

と自然環境保全が政府間で確認されています。

2001年1月と2月にエル・サルヴァドルを大地震

が連続的に襲い、甚大な被害が発生しました。

JICAは、被災地へ緊急援助隊を迅速に派遣する一

方、2001年度には砂防・崖崩れ対策専門家を派遣

しました。

復興を進めるエル・サルヴァドルに対して、

JICAは、2001年8月にプロジェクト確認調査団を

派遣し、援助の重点分野として、生産部門の活性

化、社会開発、環境、民主化支援を確認するとと

もに、具体的な協力ニーズについて協議しました。

この国は、効果的な開発を進めるための広域的な

協力の核となり得る中米統合機構を重視しており、

JICAも同機構事務総局へ専門家を派遣していま

す。また、開発の遅れた東部国境地域と周辺国経

済の活性化の核になることが期待されるラ・ウニオ

ン港開発について、円借款事業のための詳細設計

調査を進めています。

ニカラグァは貧困層の割合が高く、中米では最

も所得の低い国です。2001年には、他の重債務国

でも検討が進んでいる貧困削減戦略書＊（PRSP）

を国民参加のうえで完成させ、さらなる国際社会

からの支援を求めています。

JICAは2001年には、防災力強化をめざして「主

要道路網の自然災害に対する脆弱性診断及び道路

防災計画」（開発調査）を開始しました。また経済

活性化を可能とする新たな農牧業分野の協力可能

性を調査しました。

グァテマラでは、1996年12月の政府と左翼ゲリ

ラの和平協定以来、経済復興と民主政治の発展に

力を入れています。山間部の厳しい生活環境の改

善や治安の安定、民族間の融和の促進など、復興

に向けた課題はいまだ山積しています。

JICAは、教育分野では先住民女子への初等教育

普及に協力してきましたが、2001年度には新たな

展開を検討する調査を実施しました。保健分野で

地域内協力の活発化と南南協力支援─メキシコ─

災害への迅速な対応─エル・サルヴァドル─

中米最貧国の復興─ニカラグァ─

国民融和への協力を模索─グァテマラ─



は、貧困世帯に蔓延するシャーガス病への対策を

進めており、専門家や青年海外協力隊員を派遣し

て着実な成果をあげています。2001年には、同国

での対策の定着とともに、周辺国への普及もにら

んだプロジェクトを検討する調査を実施しました。

また2002年には、保健分野の基礎調査を実施して、

地域保健への協力可能性などを調査しました。

ホンデュラスは、この地域ではハイティ、ニカラ

グァに次いで開発が遅れている国であり、ハリケー

ン災害による打撃も大きく、開発ニーズが高いの

で、日本の援助も幅広い分野で行われています。

今後、援助効果を高めるためには、2001年にホ

ンデュラス主導で策定された貧困削減戦略書に基

づいた具体的な施策の実行が、大きな課題となっ

ています。これを尊重した各援助国・国際機関の

協調が、今後ますます重要になっていきます。

2001年には、長期専門家派遣や協力隊の派遣な

どを通じて、初等教育分野への協力を拡充しまし

た。また、基幹産業である農業分野での流通改善

を検討する長期専門家も新たに派遣しました。貧

しい地域の開発の成功例を提示することの重要性

も提言されており、さまざまな分野の取り組みを複

合的に重ね合わせた協力プロジェクトの検討が進め

られています。

コスタ・リカは、比較的教育水準が高く、社会

保障制度も整備され、域内の安定した民主主義国

家として知られています。JICAの同国への協力は、

周辺国への波及が期待できるものを中心に進めて

います。

「中米域内産業技術育成センター」では、2001年

1月からは「生産性向上プロジェクト」（プロジェ
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クト方式技術協力）が開始されました。企業への

コンサルティング能力の向上などの付加価値を高め

ることにより、中米でのこの分野の日本の協力の

柱を形成しつつあります。そのほか「刑務所の収

容環境改善と矯正処遇プログラムの改善」（第三国

研修）などにより、日本の協力の受益国でありか

つ域内をリードする協力国として、独自の地位を

築きつつあります。

パナマは、1999年に政権交替と米国からの運河

返還が実施され、大きな転換期を迎えています。

パナマでは、運河の水源を確保することにつなが

る森林などの環境保全が大きなテーマであり、

2000年には「パナマ運河流域森林保全技術普及計

画」（プロジェクト方式技術協力）を開始しました。

このほか、世界における海運での独特の地位を生

かしたサービス産業の発展と、取り残されている農

村の発展などの課題を軸に、経済開発政策アドバ

イザー、港湾運営管理、農業生産者強化などの個

別専門家を派遣しています。

一方、パナマには、中米での防災体制強化の拠

点となる中米防災軽減センターが設置されていま

す。JICAは、中米地域に貢献する協力として、同

機関に対して、2001年度には「防災訓練計画」

「防災地図情報システム」の個別専門家を派遣しま

した。

カリブ諸国は、人口、面積ともに小規模で、独

立後の歴史が浅い国が多い一方で、１人あたりの

所得水準は比較的高く、経済規模が小さいことな

どから、日本の協力実績は少ないのが現状です。

類似性が高く小国が多いカリブ地域に対しては、

カリブ共同体（CARICOM）などの地域機関を活

地域をリードする独自の歩み─コスタ・リカ─

幅広い分野で援助─ホンデュラス─
海運国に求められる幅広い開発─パナマ─

共通の課題に地域単位で支援─カリブ諸国─
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自閉症児者の支援に日本のNGOがホンデュラス

自閉症児者自立をめざした療育法の技術移転

ホンデュラス在住の青年海外協力隊
OBで同国のNGO「ホンデュラス自閉
症福祉協会」の会員から、わが国の
NGO「日本知的障害福祉連盟」に宛
てた１通の手紙が発端となり、同福祉
連盟とJICAによる、小規模開発パー
トナー事業「自閉症児者自立をめざし
た療育法の技術移転」が2001年度に
開始されました。
自閉症は、一定の人口比率で発生す
る原因不明の先天性障害として、若年
期での非常に特殊な療育と生涯にわた
る支援体制を必要とする、重大な知的
症候群とされています。しかし、ホン
デュラスでは、その社会的理解不足や
療育技術の低さのため、自閉症児者と
その保護者を取り巻く状況は大変厳し
いものがあります。

このパートナー事業は、療育マニュ

アルの作成・翻訳、療育教材の紹介、
研修などにより、ホンデュラスの実状
にあった適切な療育方法を確立しよう
とするものですが、事業の一環として、
2002年1月、首都テグシガルパにお
いて、「日本知的障害福祉連盟」と
「ホンデュラス自閉症福祉協会」の連
携のもと、療育技術移転に関する５日
間のセミナーを開催しました。
セミナーには、自閉症児者の保護者
を中心として、療育者、教育者など約
120人が参加し、講師として日本の
大学教授やコスタ・リカのJICA帰国
研修員など海外からも迎えることがで
きました。これは、これまで限られた
情報しか入手できなかった関係者にと
って、海外の進んだ療育法に接する初
めての機会となり、その意義は大変大
きいものでした。

今後の課題としては、移転技術をホ
ンデュラスに適正化しつつ実践してい
くことと、今回研修を受けた親たちの

普及活動による人材育成の継続があげ
られます。また、自閉症児者の支援体
制を確立し、生活や仕事の場所を確保
していくことも重要です。
ホンデュラスでは、自閉症児者に対
する支援は始まったばかりですが、関
係者は、「神から授かった静かな天使
たちである自閉症児者が、貴重な日本
の国際協力で心を開き、社会に寄与し
ていくものと信じている」と、今回の
この事業の成果と今後の活動の発展に
大きな期待を寄せています。

（ホンデュラス事務所）

◆協力隊OBの手紙が
発端に

小規模開発パートナー

◆今後も多くの課題が

◆外国人講師を招いた初のセミナー

用しつつ、共通の開発課題に地域単位で支援する

ことが有効です。ハリケーン災害の脅威は象徴的

であり、カリブ防災機関への協力を拡充すべく、

「カリブ災害管理」（プロジェクト方式技術協力）

の実施をめざして、2001年には調査団を派遣して

具体的な協力内容を検討しました。

日本国内では、この地域を対象とした貿易促

進・観光振興をテーマとした地域特設研修を実施

しました。開発可能性の高い水産分野についても、

国別の支援のほか、2001年に「持続的海洋水産資

源利用促進計画」（プロジェクト方式技術協力）の

ような地域に広く貢献する協力を開始しました。

さらに、地域開発計画のための個別専門家を

CARICOMに派遣し、地域に共通する協力ニーズ

を調査し、協力の方向性を検討しています。

英語圏カリブ地域で最大の人口を持ち、日本と

の関係も緊密化しているジャマイカでは、「南部地

域保健強化プロジェクト」や「技術高校職業教育

改善計画」（プロジェクト方式技術協力）、青年海

外協力隊派遣に力を入れています。

ドミニカ共和国は、日本人移住者も多く、農業、

教育、保健医療を中心に、日系人も積極的に参加

する幅広い開発が進むことを願って協力を行ってい

ます。JICAは、2001年にプロジェクト確認調査を

実施し、援助重点分野に沿って、取り組むべき開

発課題など中期的な協力の方向性を確認しました。

従来から重点を置いてきた農業分野で、「公営農場

跡地再開発計画」（開発調査）や「灌漑農業開発

研修センター計画」（プロジェクト方式技術協力）

を実施していますが、一方で「サバナ・ジェグア

ダム上流域森林資源管理計画」「サンチャゴ市下水

システム改善計画」（開発調査）などの環境分野の

協力も拡充させています。

自閉症児者の療育技術移転
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南米地域には、アルゼンティン、ブラジ

ルなど、開発が進み、DAC（開発援助委

員会）分類の中高所得国に位置づけられ

る国がたくさんあります。しかし一方で、

アマゾンに代表される森林の破壊や大都

市の大気汚染、水質汚染などが深刻化し、

環境保全は南米諸国共通の援助重点分野

となっています。また、中南米諸国やアフ

リカ・ポルトガル語圏諸国に対する協力

の拠点として、アルゼンティン、ブラジル

およびチリとパートナーシップ・プログラ

ムを締結し、南南協力を積極的に支援し

ています。

一方で、ボリヴィア、パラグァイなどの

ように各種社会指標がいまだ低い国もあ

り、これらの国では、保健衛生の改善や

農業開発、インフラ整備などが重点課題

となっています。また、中高所得国でも、

地域所得格差や富の遍在が顕著であり、

貧困層への支援や地域開発は南米地域に

共通する課題であるといえましょう。

さらに、多数の日系移住者の存在を考

慮し、移住者やその子弟を対象とした研

修員受入や日系社会に貢献する経済・社

会インフラ整備などのほか、日系人研究

者・技術者の南南協力への活用を積極的

に進めています。

最近では、メルコスール＊（南米南部共

同市場）をはじめとする地域経済統合の

動きが顕著であることから、これらに対す

る支援につながる協力の企画・実施をは

かりつつあります。

ヴェネズエラヴェネズエラヴェネズエラヴェネズエラヴェネズエラヴェネズエラヴェネズエラヴェネズエラヴェネズエラヴェネズエラヴェネズエラヴェネズエラヴェネズエラヴェネズエラヴェネズエラヴェネズエラヴェネズエラ

援助の柱 日系移住者を積極的に活用

南
米
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南米地域は12カ国からなり、総面積は1772万

km2で、世界の総面積の約13%、総人口は約3億

1000万人で、世界の総人口の約5%を占め、豊かな

農業生産力と豊富な地下資源に恵まれています。

この地域には、古くから日本人が移住し、現在、

アルゼンティン、ボリヴィア、ブラジル、パラグァ

イ、ペルーなどに多くの日本人移住者や日系人が

居住しています。日本は、1873年にペルーと外交

関係を樹立して以来、こうした日系人の存在もあ

日本と密接な関係を持つ国々 り、この地域とはきわめて密接な関係を保ってお

り、要人の往来や日本企業の進出も盛んです。

1960～70年代に、南米地域の多くの国が、先進

国や民間金融機関から資金を借り入れて近代化を

はかりましたが、その後1980年代に入って、一次

産品の価格の下落、国際的な金利の上昇などの影

響によって国際収支が悪化、インフレも昂進し、

債務の返済が困難になるなど、経済は危機的状況
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開発の現況

脆弱性を抱えた経済

熱帯天然植物から生まれたアマゾンの和紙ブラジル

農村の天然資源利用による生産活動

熊本県水俣市に住む和紙職人が、ブ
ラジルのアマゾン河口にある都市べレ
ーンへ４カ月間派遣され、地元の天然
繊維を利用した紙作りの技術指導を行
いました。派遣先は、天然繊維を用い
た車のシートクッションなど、環境と
共生した斬新な製品の製作を通し、貧
困削減活動を行っている地元NGOの
POEMAです。
きっかけは、POEMAの運営スタッ
フがJICAの研修員として来日した際
に、伝統的な和紙作りの現場を見学し
たことから、アマゾンのさまざまな植
物繊維を使った和紙作りにぜひとも協
力してほしいとの要望が出され、専門
家が派遣されることになったもので
す。
最初の仕事は、和紙工房を設置する
ことから始まりました。POEMAが準
備した建物のなかに、繊維を細かく刻
む機械、それを煮るための鍋やガス、
煮た繊維を叩いて延ばす道具、水にさ
らすためのタンク、型枠などを据え付
けました。

工房ができた後に、いろい
ろな土地をまわってさまざま
な植物の繊維を調べ、天然の
染料を用いた色つきの和紙を
試作しました。活動後半に行
われたワークショップでは、
参加者が、日本の伝統文化で
ある和紙にアマゾンの雰囲気
を融合させたランプシェード、
壁飾り、ついたてなど数々の
作品を製作しました。作品は、
工房の紹介を兼ねて開かれたパーティ
ーで、地元の人々に大々的に披露され
ました。
それからまもなく、リオデジャネイ
ロで開かれた国際協力の展示会で、
POEMAとJICAが、環境保全と生計
向上についての協力に関する共同出展
を行い、このアマゾン和紙のプロジェ
クトも紹介しました。この共同出展は、
展示会のなかでもとりわけ目をひくも
のとなり、最優秀展示としての表彰を
受けました。
派遣された専門家は、水俣病による

障害で就職が困難になった人々に雇用
の機会をつくるために和紙職人になっ
たそうですが、和紙作りの技術移転を
受けた数名のブラジル人のなかに、片
手の指が１本ない青年が、大きな型枠
を支える作業にてこずっているのを見
て、彼のために義指を作れるかどうか
を日本の医師に相談してみることにし
ました。そのため、帰国後もPOEMA
関係者と専門家は、電子メールで頻繁
に連絡をとっています。

（中南米部）

◆アマゾンの植物繊維を
使った和紙作り

和紙づくりを教える専門家

専門家派遣

◆展示会で
最優秀賞を受賞
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に陥りました。

このような状況のもと、1993年までにほとんど

の債務国では、新債務戦略＊（ブレィディ提案）に

基づく債務削減合意がなされ、さらに、世界銀行

やIMF（国際通貨基金）の支援を受けて、行政の

スリム化、国営企業の民営化、対外経済の自由化

などの構造改革を進めた結果、1990年代は経済が

回復軌道に乗り、先進国経済が低迷するなかで、

世界の成長地域の１つとなりました。

また、1990年代に入って、メルコスール（南米

南部共同市場：アルゼンティン、ブラジル、パラグ

ァイ、ウルグァイが正式加盟）、アンデス共同体

（ヴェネズエラ、エクアドル、コロンビア、ペルー、

ボリヴィアが加盟）などの地域経済統合の動きが活

発になっており、さらに、南米自由貿易圏や米州

自由貿易圏に向けた話し合いが進められています。

しかしながら、2001年末のアルゼンティン経済

危機にみられるように、各国の経済はいまだ脆弱

性を抱えているといえましょう。

南米地域では、豊かな天然資源を背景とした第

一次産業に加え、ブラジルやアルゼンティンのよう

に工業化が進んだ国もあり、DAC（開発援助委員

会）分類の中高所得国が多いのが特徴です。しか

しながら、ボリヴィアのように所得水準が低く、

いまだ社会基盤整備が十分に進んでいない国もあ

ります。

また、中高所得国ではあっても、国内の所得格

差から生じる貧困問題は深刻であり、これらを背

景に麻薬や治安の悪化といった問題も生じていま

す。貧困層の流入による都市部での犯罪の増加や、

麻薬関連の犯罪、テロ、地下経済の発達などが、

南米地域全体の政治、経済、社会の安定に対する

阻害要因の一つとなっています。

南米地域は、アマゾン熱帯雨林をはじめとする

貴重な生態系の宝庫であり、これらの保全が世界

的な注目を集めていますが、一方で人口の集中に

ともなう大都市の環境悪化も深刻化しています。

重点課題と取り組み

世界的な注目を集めているアマゾン熱帯雨林保

全に関しては、日本も森林研究のプロジェクト方

式技術協力を実施しています。今後は、ガラパゴ

ス諸島の貴重な生態系の保全についても協力を進

める予定です。

また、ブラジルのサンパウロやチリのサンティア

ゴなどの大都市での大気汚染、水質汚濁、廃棄物

処理などの問題、さらには、豊富な鉱物資源を背景

とした鉱山公害の問題に対しても、プロジェクト方

式技術協力を中心とした協力を実施しています。

このほか、近年オゾンホールによる被害が南米南

部地域で深刻化していることを踏まえ、オゾン層

の観測や紫外線の影響調査、オゾン破壊物質の代

替化などの協力を進める予定です。

環境保全に関する協力

チリ「環境センター」での分析作業
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ヴェネズエラ、エクアドル、ペルー、ボリヴィア

にまたがるアンデスの山岳地帯は、先住民を中心

とした貧困が深刻であり、都市部への人口流出や

麻薬栽培などの社会問題の原因となっています。

日本は、ボリヴィアに対しては、従来から保健

医療分野を最重点として、無償資金協力やプロジ

ェクト方式技術協力を実施してきました。近年で

は、世界銀行やIMFが主導する重債務貧困国支援

イニシアティブのもとで、他のドナー＊（援助国・

機関）と協調しながら、ボリヴィア政府が策定す

る貧困削減戦略書＊（PRSP）に基づく保健医療、

教育、インフラ＊整備などの協力を積極的に展開し

ています。

また、ペルーのリマ首都圏で女性の職業訓練に

焦点を当てた開発福祉支援事業＊を、さらに、エク

アドル南部地域では住民参加型の村落振興をめざ

した開発調査をそれぞれ実施中です。ヴェネズエラ

についても、青年海外協力隊の派遣を開始し、社

会分野の協力を強化していく予定です。

また、中高所得国であっても、アルゼンティン

の北部やブラジルの東北部など、著しい国内所得

格差による貧困地域に対する協力も必要です。

南米地域は、ブラジルのセラードやアルゼンティ

住民全員で教育改革に取り組むボリヴィア

教育分野における住民参加促進支援プロジェクト

「教育分野における住民参加促進支
援プロジェクト」は、コチャバンバ県
を活動拠点とするNGOアンデス通信
開発センター（CENDA）、ボリヴィ
ア教育省、JICAの三者が連携して、
教育分野への住民参加促進を支援する
ものです。ボリヴィアで第三の都市コ
チャバンバから車で３時間半かかるモ
ロチャタ市で行われています。
住民参加とは、長い間、校舎の補修
や教員の生活の世話など、教員の指示
で手助けすることだと思われていまし
た。しかし、1994年からの教育改革
により、住民が教職員の勤務状況など
を管理していくことが期待されるよう
になり、住民側に大きな意識変革を求
めるようになりました。教育省が各学
校に学校委員会（日本の父母会にあた
る）を組織させ、研修を行っています
が、なかなか成果があがりません。そ
こで生まれたのがこのプロジェクトで
す。
住民参加の活動経験が豊富な

CENDAは、住民のやる気が不可欠で

あるという考え方に立って、研
修を参加型で行い、研修教材も
住民の求めに合わせた内容を共
同で製作しています。挿絵ひと
つとっても、全員が納得いくま
で話し合います。

政府とNGOを連携させていく
ことは、やはりむずかしい一面
もあります。教育省の政策転換
により、プロジェクトの活動が
遅 滞 し て し ま っ た 時 は 、
CENDAの教育省への批判感情が強ま
った時期もありました。また、教育省
側も、CENDAが教育改革を反対して
いると疑いをかけたこともありす。立
場の違いにより、数々の問題が持ち上
がりましたが、同じ目標に向かって真
摯に取り組んでいる者同士、最終的に
は結論を見い出しお互いの理解が深ま
っていきました。
プロジェクトが対象としている人の
なかには政府に不信感、反発心を持っ
ている人も多く、地域と結びついて信
頼されているNGOと連携しながら、

省庁の改革推進を支援するという、新
しい援助のあり方も模索されていま
す。
プロジェクト開始から１年ほどが経
過したころには、当初研修にほとんど
なかった女性たちの参加も増え、また、
父母会メンバーだけでなく、住民全員
が自分たちで少しでも教育を改善しよ
うと熱心に研修に取り組む姿が見られ
るようになりました。

（ボリヴィア事務所）

◆住民の意識改革を
求めて

自治会会議の議題として、CENDAプロジェクトを取
り上げている
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開発福祉支援

◆困難を乗り越えて

貧困対策・地域格差是正

環境に配慮した農業の推進
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ンのパンパなどを有し、世界の穀倉地帯となってい

ます。日本も、かつては農業生産の増大をめざし

た協力を実施してきました。その成果もあって、

この地域で生産される大豆やとうもろこしは、世界

の食糧安定供給に大きく貢献しています。近年で

は、環境に配慮した農業の推進、貧困撲滅に資す

る小農民を対象とした協力などに重点を移してい

ます。

また、地域経済統合（メルコスール）のなかで出

遅れているパラグァイや貧困国のボリヴィアに対し

ては、農業の競争力強化をめざした農産品加工技

術や流通の改善の協力を積極的に実施しています。

南米地域は、アルゼンティン、ブラジルのよう

に、比較的早い時期から工業化が進んだ国が多い

のが特徴ですが、近年の経済のグローバル化や地

域経済統合のなかで、工業製品の国際競争力の強

化が課題となっています。日本は、ブラジル、チ

リ、コロンビアなどに対して、個別専門家派遣を

中心として品質管理・生産性向上分野の協力を実

施しています。また、ブラジルやパラグァイでは、

工業分野の技術者を育成する職業訓練のプロジェ

クト方式技術協力も行っています。

南米地域では、比較的進んだ発展段階にあるチ

リ、ブラジルなどが独自の南南協力＊を実施してお

り、日本は、これらの国が近隣諸国を対象として

行う第三国研修＊などへの支援を行ってきました。

最近ではさらに一歩進んで、日本とこれらの国が

対等なパートナーとなり、共同で他の開発途上国

に対して協力をしていこうという、パートナーシッ

プ・プログラム＊が、日本とアルゼンティン、ブラ

ジルおよびチリとの2国間で締結されています。

こうしたパートナーシップ・プログラムのもと、

第三国研修や第三国専門家＊派遣を組み合わせて、

チリと共同でボリヴィアに対する農牧衛生分野、

およびキューバに対する水産分野などの協力を行っ

ています。そのほか、ブラジルとは、アンゴラ、

モザンビークなどのポルトガル語圏アフリカ諸国を

対象とした保健医療および農業分野の協力も行っ

ています。また、アルゼンティンとは、パラグァイ

に対する動物検疫およびボリヴィアに対する水産養

殖の協力を予定しています。

南米地域には、アルゼンティン、ブラジル、ボ

リヴィア、パラグァイ、ペルーを中心として多くの

日本人移住者および日系人が居住しています。彼

らの活躍は各国の発展に大きく貢献しており、現

地での日本のイメージ形成にも寄与しています。

このため、日本がこれらの国に対して協力を行

う際は、日系人の受益という点にも配慮していま

す。さらに、優秀な日系人を、第三国専門家＊派遣

など、日本の技術協力に積極的に活用しています。

南米地域の多数の日本人移住者の存在もあり、

日本の地方自治体と南米各国との交流が従来より

盛んに行われています。このようななかで、国民参

加型事業の一環として、地方自治体と連携した協

力を積極的に展開しています。ペルーに対しては岩

手県と連携し「南部鉄器」技術の移転をめざした協

力を実施しているほか、群馬県と連携し、北ブラ

ジル群馬県人会が所有する「アマゾン群馬の森」を

活用した森林保全・環境教育の協力を計画中です。

工業製品の国際競争力を強化する

パートナーシップ・プログラム

日系社会への支援・日系人の活用

地方自治体との連携協力
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第 ５ 章 ● 大 洋州地域

大
洋
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大洋州地域は、経済的自立、環境保全

と資源管理、教育と保健医療が主な課題

です。

経済的自立のためには、港、空港、道路

の整備が必要なことから、これら経済基盤

に対する協力を行っています。また、サン

ゴ礁などの自然環境と主要産業である観

光業や漁業は密接な関係にあります。この

ため、環境保全と産業を両立させられるよ

うな持続的な開発が重要です。

人口が少なく、大きな産業のない小島

嶼国では、教育を充実させ、人材を育成

することが国の発展につながるので、教育

や職業訓練への協力も実施しています。

さらに、マラリアや結核などの感染症が

大きな問題である一方、食生活が変わっ

たことによる生活習慣病の増加が新たな

問題になっています。このため、保健医療

分野では、予防医学の観点からの協力を

推進していきます。
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大洋州地域に属する各島は、国土、人口、経済

のいずれも総じて小規模な国家です。経済構造は、

そのほとんどが第一次産業に依存する度合いが強

く、天候や国際価格の変動に左右されやすい弱い

ものとなっています。また、国土が多くの島々に

分かれていること、国内市場の規模が小さいこと、

国際市場から離れていること、さらに、これを補

う運輸・通信手段の不備などから、経済的自立に

は多くの課題が残されています。

旧宗主国との関係は一般に緊密ですが、近年、

大洋州地域の開発途上国への二国間および多国間

援助は伸び悩んでいます。また、ミクロネシア３

国は、米国からの独立後も、自由連合協定に基づ

く盟約金（コンパクト・マネー）を財政援助の形

で受けており、政府歳入の5～7割を占めています。

こうした背景から、この地域にとって、援助に

依存しない経済の確立は緊急の課題です。また、

大洋州地域では、気候変動・海面上昇などの環境

問題、人材育成、島嶼間の運輸・通信開発など、

地域全体で考えるべき課題も数多いことから、地

域を総合的にとらえたアプローチが不可欠です。各

国とも、公的部門の縮小、主要産業である農業、

水産業、観光業の振興に向けた民間投資の促進、

ならびに共通課題に連携して対処するための地域

内協力促進に力を入れています。

2000年４月に、第2回日本・南太平洋フォーラム

（現在は太平洋島嶼国フォーラム）首脳会議（太平

洋・島サミット）が宮崎市で開催されました。こ

の会議では、島嶼国の持続的開発、気候変動・海

面上昇問題をはじめとする環境問題、情報格差

（デジタル・デバイド＊）などの諸課題が各国首脳

により討議され、包括的なパートナーシップの構築

と協力、優先分野についての基本的な方向が合意

されました。これらは、いずれも二国間および多国

間の協力枠組みで中長期的に取り組むべき課題で

あり、JICAも、同会議の成果を十分に踏まえた協

力を計画・実施していきます。

開発の現況

旧宗主国の援助に依存する経済

総合的なアプローチが不可欠

サモア「SPREP訓練・教育センター」

重点課題と取り組み

共通している2点の重点課題

大洋州地域は、国家・経済規模、人種、人口、

天然資源の有無、伝統的社会基盤・生活様式、政

府の開発計画立案・実務能力などが各国ごとに異

なっています。そこで、各国の状況に応じて、開

発ニーズに即したきめ細かい協力を実施することが

必要です。一方で、いずれも一次産業依存型の若

い独立国として、何よりもまず「人造り」を必要

としています。島嶼国特有の制約要因（隔絶性、

極小性、脆弱性など）に配慮し、その克服を支援

する協力が重要です。

この地域にほぼ共通する協力の重点課題は、①

経済的自立に向けての支援、②持続的開発のため

の環境保全と資源の適正管理、の2点です。また、

域内に広く利益となる効果的な協力案件の発掘形
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生活習慣病の予防のために健康診断を実施ミクロネシア

生活習慣病管理教育体制整備

2001年４月、ミクロネシアでは初
のシニア海外ボランティアを迎えまし
た。青年海外協力隊員の派遣はすでに
10年以上も続き、保健医療分野の隊
員も派遣されていましたが、さらに
「保健教育システム」や「保健教育プ
ログラム」を充実させ、人々によりよ
い保健教育を提供するため、巡回指導
や保健スタッフの指導ができる経験豊
富な保健婦の派遣を要望され、シニア
ボランティアが派遣されることになり
ました。
40～50年前のミクロネシアでは、

人々が自給自足の生活をおくっていま
した。主食にはヤム、タロなどのイモ
類やパンの実を蒸し焼きにし、カヌー
を漕いで海で捕ってきた魚を刺し身に
したり、ココナッツで煮て食べ、ヤシ
のジュースでのどを潤す。家はパンダ
ナスの葉で手作り、腰みの姿の島民に
肥満の人はおらず、生活習慣病の問題
は皆無でした。

しかし現在、生活の欧米化の
波は小さな離島にまで及び、「ロ
ーカル・フードを食べましょう」
といっても引き返すことはでき
ない状況にあります。肥満の急
増にともない、糖尿病、高血圧、
心疾患などの生活習慣病が増加
しています。

2001年11月14日の世界糖
尿病デーに、首都パリキールとコロニ
アで就労者を対象に生活習慣病健診を
実施し、約700人の受診者がありま
した。健診の目的である疾病の早期発
見・治療とは別に、健診を受けて自分
の健康状態を知るという機会が健康教
育の絶好の場であることをスタッフが
体験し、これが健診計画拡大につなが
り、以後継続して地方や離島にもこの
健診を実施しています。地方では、血
圧や身長・体重測定が初めてという人

もいます。目を輝かせて集まってくる
人のなかには、「ようこそお越しくだ
さいました」と、日本語でとても丁寧
にあいさつされるお年寄りもいて、昔
話に花を咲かせています。
そんな心優しき島民に自然とともに
心豊かに生きることを教えられなが
ら、シニアボランティアは生活習慣病
予防の健康教育と管理体制整備のため
に日々活動しています。
（JICA/JOCVミクロネシア駐在員）

◆生活習慣病が急増

シニア海外ボランティア

◆世界糖尿病デーに
大規模な健康診断

成に努めるとともに、島嶼国に対するノウハウをも

つ他のドナー＊（援助国・機関）や、地域国際機関

などとの連携を促進していくことも必要です。

「経済的自立に向けての支援」に関しては、国造

りのための人材育成と、基幹産業開発のための基

盤整備を適切に組み合わせて実施することが重要

です。

人材育成については、経済運営・開発計画分野

やその他の主な産業分野における人材の育成のた

めに、青年海外協力隊派遣、研修員受入を中心と

して地道な協力を進めているほか、パプア・ニュー

ギニア工科大学、サモア国立大学の整備・拡充の

ための無償資金協力と、それらと連携する技術協

力を組み合わせて実施しています。

また、情報格差是正のための情報通信技術（IT）

関連人材の育成も今後の課題です。

基幹産業開発の基盤整備という観点からは、島

嶼国のニーズを反映した通信・放送、運輸、電力、

道路などのインフラ＊整備に加え、水産養殖、零細

漁業振興、海図作成、船舶検査、海底鉱物資源探

査など、水産、海運および海洋資源開発分野に重

点を置いた協力を実施しています。

「持続的開発のための環境保全および資源の適正

管理」に関しては、地域の一部で沿岸生態系の劣

化や特定魚種の乱獲、熱帯林伐採、廃棄物の不適

切な処理などの問題が生じている状況から、珊瑚

環境保全と資源の適正管理

経済的自立に向けての支援
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礁保全、廃棄物管理など、環境保全を直接の目的

とする協力を実施しています。2000年に日本の無

償資金協力で完成したパラオ国際サンゴ礁センタ

ー（日米コモンアジェンダ＊案件）は、この分野で

の協力の一例です。このセンターは、サンゴ礁保

全・研究の国際的な拠点としての役割をになうこ

とが期待されており、長期モニタリング地点の選

定、併設する水族館の整備と教育啓発活動など、

多岐にわたる技術協力を進めています。

「域内に広く利益を与える協力」の例としては、

大洋州の高等教育拠点であるフィジーにある南太

平洋大学に対する無償資金協力により、海洋研究

施設や衛星を利用した遠隔教育施設（オーストラ

リア・ニュージーランドとの協調案件）の整備を実

施しています。また、南太平洋地域環境計画

（SPREP）本部の教育・訓練センターを対象とし

た無償資金協力および廃棄物適正管理のための広

域技術協力は、地域国際機関を通じて域内の利益

となる協力の一例です。

大洋州地域では、他の援助機関や国際機関との

協調・連携協力も実施しています。フィジーでは、

オーストラリアとの初の協調援助案件として、保

健知識普及に関する連携協力を96年から98年まで

実施しました。パプア・ニューギニアでは、噴火

災害緩和を目的とするラバウル火山地下構造解析、

予防接種拡大計画、母子保健といった分野でオー

ストラリアとの連携協力の実績があり、現在は、

保健分野でのセクターワイド・アプローチに関する

援助協調を開始しています。
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他機関との協調・連携で広がる援助

NGOとの連携で稲作技術を農民に指導パプア・ニューギニア

稲作技術研修

稲作技術研修は、当地で青年対象の
農業研修を実施しているNGO、オイ
スカ・ラバウルとの連携協力で実施し
ています。オイスカ・ラバウルは、長
く稲作指導を行ってきており、技術ス
タッフも十分な稲作経験を持っている
うえ、稲作実習圃場を有しています。
この研修の対象者は、稲作振興州の
農民リーダーたちです。1カ月間の研
修期間中は、寮に住みながら、実習と
講義を受けます。研修内容は、種子選
別から防除、収穫、保存まで多岐にわ
たっています。これらの適正技術を修
得することにより、実際に稲作栽培が
可能となります。研修終了後は、地域
での技術普及の中心者となることが期

待されています。

１カ月間の研修を修了した農
民は、各自村へ戻り、研修した
内容に従って稲作栽培を始めま
す。そして、稲が育ち始めたこ
ろに、オイスカ・ラバウルの技術
スタッフとJICAの専門家による
共同巡回指導があります。現在
まで32人が研修を修了し、全員
が田圃を自ら人力で造成し、実際に作
付けを開始しています。順調に育つ稲
が研修の成果を表しています。
研修農民の出身地域では、稲作を始
める農民数が増え、作付け面積も急速

に拡大しています。これらの農民が今
後地域の稲作開発の中心となり、地域
の発展と開発に貢献することが望まれ
ます。

（パプア・ニューギニア事務所）

◆実技指導主体の研修

稲作技術研修のリーダーたち

開発福祉支援

◆研修後のフォローア
ップ栽培指導

パラオのサンゴ礁モニタリング
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わが国は、1990年に中東欧諸国に対す

る協力を本格的に開始して以来、以下の

分野を重点分野として援助を実施してきま

した。

①市場経済化支援（経済政策、生産性向

上、経営管理など）

②環境対策（大気汚染、廃棄物処理など）

③インフラのリハビリ

また、1999年8月に発表された政府開発

援助に関する中期政策では、紛争当事国

や周辺国に対する各種支援をうたっていま

す。さらに、上記のような従来の開発課題

に加え、改革プロセスの速度の差が拡大

する国々への支援の重点分野については、

今後さらに各国の開発段階と方向性に応

じた国別アプローチを強化していく必要が

あります。

チェッコ、エストニア、ハンガリー、ポー

ランドなどの比較的開発が進んでいる諸

国に対しては、2004年あたりと目されてい

るEU加盟をにらみつつ、産業技術やノウ

ハウの移転および産業環境対策分野を中

心に取り組んでいます。

一方、アルバニア、ブルガリア、マケド

ニア、モルドヴァ、ルーマニアなど、改革

が遅れていたり、紛争の影響などで改革が

停滞したり、手つかずの状況にある国々に

対しては、経済インフラ整備、農業開発、

医療、上下水道整備などの伝統的な経

済・社会開発協力も重点分野として考慮し

ています。

また、民族問題という政治的にも微妙な

課題を抱えるボスニア・ヘルツェゴヴィナ

などに対しては、民族間のバランスに配慮

しながら、紛争終結後の安定化と中・長期

的な復興開発を念頭においた支援を実施

しています。

援助の柱 国別アプローチの強化が必要
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ー
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中・東欧諸国は、第二次世界大戦後、長期にわ

たって旧ソ連を中心とする共産主義政権体制の中

央計画経済体制のもとにあり、人権問題や環境問

題が深刻化していました。こうした状況のなかで、

1980年代に入ると、経済運営の非効率性から経済

破綻が表面化してきました。

1989年、ポーランドとハンガリーを先駆けとし

て脱社会主義、市場経済化の波が起こり、ほかの

国々もそれに続く形で、積極的に民主化および経

済・社会改革を推進してきました。

先進諸国も、民主化と市場経済化に向けた改革

努力を評価し、1989年７月に設立が宣言された「対

東欧支援関係国会合（Ｇ24）」の枠組みのなかで、

これら諸国に積極的な支援を展開していくこととな

りました。Ｇ24にはEU（欧州連合）加盟15カ国と、

IMF（国際通貨基金）、世界銀行、OECD（経済協

力開発機構）などの国際機関が参加しています。

日本は、このＧ24の決議に基づき、1990年から

ポーランド、ハンガリーを皮切りに、チェッコ、

スロヴァキア（1991年の支援開始時にはチェッコ・

スロヴァキア）、ブルガリア、ルーマニア、アルバ

ニア、バルト３国（エストニア、ラトヴィア、リト

アニア）、スロヴェニア、マケドニア、ボスニア・

ヘルツェゴヴィナ、クロアチア、ユーゴースラヴィ

アに支援対象を拡大してきました。また、旧ソ連

民主化と経済・社会改革を推進中 邦のモルドヴァとウクライナに対しても、1997年

からODAベースでの支援を開始しました。

社会主義体制の崩壊から10年以上たち、国によ

って市場経済への移行のプロセスや経済社会改革

の成果に大きな差が出てきています。

OECDへの加盟を果たし、さらにEUへの加盟を

目前に控えたチェッコ、ハンガリー、ポーランドな

どの国が比較的順調に改革を推進する一方で、経

済や産業構造の再建に困難を抱えているブルガリ

ア、ルーマニア、ウクライナなどでは、経済運営

だけでなく、社会的にも貧困層の拡大や医療水準

の低下などの問題が深刻化しています。

また、旧ユーゴースラヴィア連邦諸国やアルバニ

アなどのバルカン地域は、1990年代始めからの分

裂、連邦解体によってもたらされた経済的な打撃の

影響から抜け出せていません。また、コソボ危機で

も明らかとなったように、内戦や民族問題という不

安定要素が依然として残されており、政治的安定と

経済的復興開発という大きな問題も抱えています。

このような状況で、中・東欧諸国に対しては、

各国の経済状況と援助ニーズを的確に把握し、さ

らに、EUなどの他の援助機関の支援の動向や成果

を踏まえ、日本の優れた技術を生かした効果的な

援助が求められています。

開発の現況

経済状況と援助ニーズの把握が重要

重点課題と取り組み
特徴を十分把握した協力が課題

中・東欧諸国における支援の代表的な重点課題

として「市場経済化支援」があげられます。その

対象範囲は広く、産業政策支援や法制度整備支援

などの政策助言型の協力から、人的資源開発に貢

献する協力などが含まれます。具体的には、新し

い経済体制や産業に必要な人材の育成および技

術・ノウハウの移転などの協力です。

ハンガリーでは、ハンガリー生産性センターで、
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